
第２９期

　貸　 借　 対　 照　 表　

（２０２１年３月３１日現在）
旭化成基礎システム株式会社

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

　（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）　 ( 90,414,756 )

流　動　資　産 450,176,824 流　動　負　債 90,414,756

売 掛 金 47,092,192 33,112,211

仕 掛 品 2,363,888 16,939,908

前 払 費 用 834,148 37,232,637

短 期 貸 付 金 399,886,596 3,130,000

固　定　資　産 4,899,234

 有　形　固　定　資　産 0 （　純 資 産 の 部　）　 ( 364,661,302 )

建 仮 勘 定 0

株　主　資　本 364,661,302

 無　形　固　定　資　産 918,050

電 話 加 入 権 918,050 資　　本　　金 200,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 0

利 益 剰 余 金 164,661,302

 投 資 そ の 他 の 資 産 3,981,184 そ の 他 利 益 剰 余 金 164,661,302

繰 延 税 金 資 産 3,141,184 繰越利益剰余金 164,661,302

差 入 保 証 金 840,000

資　産　合　計 455,076,058 455,076,058負 債 ・ 純 資 産 合 計

買 掛 金

未 払 金

未 払 住 民 税 及 び 事 業 税

未 払 費 用



第２９期

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産
製　　　　　品･･････個別原価法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
仕　　掛　　品･･････個別原価法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
貯　　蔵　　品･･････総平均法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

(2)  無形固定資産（リース資産を除く）
 　　　　　　　　･･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

(3)　リース資産　･･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が2008年3月31日以前のリース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３．引当金の計上基準

     賞与引当金  ･･････従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち
         当事業年度に負担すべき額を計上している。

４．消費税等の会計処理方法
　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

５．連結納税制度の適用
　　連結納税制度を適用している。

６．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された
　　グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
　　行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の　　
　　適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の取扱いにより、
　　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを
　　適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

当該事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 4,000株


